
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰分給食費無償化事業

①あらゆる物価が高騰する中、給食食材に係る材料費も
値上がりしているため、給食費の増額を行う。
増額分の給食費に交付金を活用し、児童の保護者からの
負担金を増額せずに給食の供給を維持するもの。（教職員
及び保育士は対象外。）
②給食費増額分の材料費
③増額分の給食費（小学校75円、中学校70円、こども園20
円）×年間の給食数（小学校49,985食、中学校29,641食、
こども園33,495食）
④各小中学校及びこども園の児童の保護者

R7.4 R8.3

2

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

物価高騰対応水道料金減免事業

①簡易水道事業の水道料（基本料金）の減免を実施し、物
価高騰の影響を受けている住民の金銭的負担を軽減す
る。（公共施設は対象外。）
②本事業実施による減収分として簡易水道事業に対して
支出した一般会計からの繰出金
③減免額6,383千円/月×3ヶ月
④住民（簡易水道事業加入者）

R7.4 R7.6

3
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

観光情報発信力強化事業

①物価高騰の影響により落ち込んだ町内観光消費を回復
するため、町内の名所や観光スポットを盛り込んだ冊子を
作成し、知名度の向上や新たな観光スポットの創出を図
る。また、冊子の配布による町内観光消費の回復を早急
かつ効率的に行うため、梱包資材（観光産業をアピールす
るイラスト等が印字されたもの）を作成し、町内事業者に冊
子を同封した梱包資材を配布することで、町内外への観光
情報の発信力を強化し、観光消費の回復を図ると共に、事
業者の梱包資材の負担軽減を図る。
②冊子・梱包資材作成料
③（冊子）3,300千円
   （段ボール）2,678千円
④観光事業者等

R7.5 R8.3
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